
経営発達⽀援計画の概要 

実施者名 

（法⼈番号） 

常滑商⼯会議所（法⼈番号 1180005011882） 

常滑市（地⽅公共団体コード 232165） 

実施期間 2023/04/01 〜 2028/03/31 

⽬標 経営発達⽀援事業の⽬標 

⼩規模事業者の「課題解決に能動的に取り組む経営」を実現するため、課題 

抽出としての経営分析、課題解決としての事業計画策定や IT 活用、生産性 

向上等を伴⾛型で⽀援することにより、地域活⼒の維持・向上を図る。

⼩規模事業者の消費者ニーズに合った新商品開発等を⽀援することにより、 

地元住⺠・観光客にとって魅⼒的な都市を創造する。

上記を実現するために、⼩規模事業者との対話と傾聴を通じて、個々の課題 

を設定した上で、地域経済を⽀える⼩規模事業者の⼒を引き出し、地域全体

での持続的発展の取組を図る。 

事業内容 Ⅰ．経営発達⽀援事業の内容 

1. 地域経済動向調査に関すること 

地域経済分析システム（RESAS）の内容のなかで、地域の⼩規模事業者に活用

してもら 

いたい項⽬を分析し、レポートにまとめたうえで公表する。 

2. 需要動向調査に関すること 

市内及び市外の消費者向け調査として、商品等について試⾷・評価や WEB アン

ケート調査を実施する。調査後は専⾨家とともに分析を⾏い、事業者にフィード

バックを⾏う。

3. 経営状況の分析に関すること 

対象事業者の掘り起こしを⾏い、経営指導員がヒアリング・提供資料から財務分

析、⾮財務分析及び事業承継分析を⾏う。

4. 事業計画の策定⽀援 

事業計画策定⽀援として、事業計画策定セミナー、事業計画個別相談会、経営者



育成塾、IT 関連セミナー、IT 個別相談会を実施する。 

創業計画策定⽀援として、創業個別相談会を実施する。 

5. 事業計画策定後の実施⽀援 

事業計画のフォローアップ、創業計画のフォローアップを原則四半期ごとに実施

する。 

6. 新たな需要の開拓⽀援

展⽰会・商談会の出展⽀援および、EC によるテストマーケティング⽀援を⾏

う。 

連絡先 常滑商⼯会議所

〒4798668 愛知県 常滑市 新開町 5－58  

TEL:0569343200 FAX:0569343223 

e-mail:business-support@toko.or.jp 

常滑市

〒4798610 愛知県 常滑市 ⾶⾹台 3-3-5  

TEL:0569476151 FAX:0569349784 

e-mail:keizai@city.tokoname.lg.jp 
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いる。第二滑走路が運用されると、空港の 24 時間稼働が可能になるなど空港の機能が強化され、旅客数

や貨物取扱数が増加することが期待される。 

(b)西知多道路 

西知多道路とは東海市から常滑市までを繋ぐ自動車専用道路であり、早期実現に向け整備が行われてい

る。開通すると、国際拠点空港の中部国際空港と高速自動車国道の新東名高速道路（伊勢湾岸自動車道）

を直結するとともに、名古屋高速道路を経由してリニア中央新幹線の整備が進む名古屋駅とを結ぶ。 

小規模事業者においても交通利便性の向上や商圏・商流の変化といった面で影響があると考えられる。

 

出典：愛知県ホームページ 

 

(c)りんくう町の開発 

常滑市りんくう町とは、中部国際空港の対岸部にある地名である。空港開業後、開発が進んでおり、平

成 25（2013）年の「コストコ中部空港倉庫店」、平成 27（2015）年の「イオンモール常滑」など大型店が

進出している。 

令和 5（2023）年には「ニトリ常滑店」が開業予定であり、地域としての集客力がさらに高まることが

見込まれている。 

 

ク 第 6 次常滑市総合計画 

 「第 6 次常滑市総合計画（令和 4 年度～令和 10 年度）」の商工・観光部分は下表のとおりである。 

小規模事業者支援の視点からみると、①観光では、観光消費額の増加、国内外からの観光客の受入体制

の充実、外国人観光客向けの体験プログラムの造成、「やきもの」や「食」など地域資源を生かした着地

型体験メニューの開発・商品化、市民・事業者と連携した Web や SNS をはじめとしたデジタルでの効果的

な情報発信、②商工業では、中小企業の経営の安定化に向けた支援、常滑焼の振興を図るためのブランド

力の向上・人材育成・市場開拓、勤労者の福利厚生の充実などが取り組まれている。 

■基本構想（令和 4 年度～令和 10 年度） 

目指すまちの姿 

 とことん住みたい世界とつながる魅力創造都市 

わたしたちは、自然や文化、産業といった「伝統ある資源」と近年新しく創り出された「新たな
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資源」を磨き、融合させることで、生活・文化・産業などあらゆる分野において、新たな「魅力を

創造」していきます。 

そして、世界に羽ばたくグローバルな思考を持ち、国際空港が立地する強みを生かして、創り出

した魅力を世界に向けて発信し、国内外から人々を呼び込み、ふれあい、交流する「世界とつなが

る」まちにしていきます。 

そのことで生み出された成長とまちへの誇りにより、誰もが「ずっと住み続けたい」、「訪れてみ

たい」、「移り住みたい」と思える「とことん住みたい」まちを目指します。 

基本方針（商工・観光部分） 

 6 魅力にあふれ、ひとが集い、進化するまち 

産業や物流、交流の拠点となる中部国際空港や愛知県国際展示場などの施設を効果的に活用し、

人・モノの流れが活発で、誰もが活躍できる活気にあふれるまちづくりを推進します。 

また、農漁業・商工業・やきものなどの産業振興や企業誘致を進めるなど、地域資源を生かし、

人が集い、魅力あふれるまちづくりを推進するとともに、空港機能の拡充をはじめ、航空・観光ビ

ジネスの強化や国家戦略特区を生かした施策の実現など、空港と共生したまちの発展を目指しま

す。 

■前期基本計画（令和 4 年度～令和 6 年度） 

基本目標 

6 魅力にあふれ、人が集い、進化するまち（観光・産業振興、空港・中部臨空都市） 

施策 6-1 観光・シティプロモーション 

（1）戦略的な観光振興の展開 

（2）シティプロモーションの推進 

施策 6-2 空港・中部臨空都市 

（1）空港・中部臨空都市との連携 

（2）空港・アクセスの機能充実 

（3）中部臨空都市などへの企業立地の促進 

施策 6-4 商業・工業 

（1）商業・工業の振興 

（2）雇用・勤労者の支援 

 

ケ 常滑市観光戦略プラン 2022 

前項の「第 6 次常滑市総合計画」の「基本目標 6：魅力にあふれ、人が集い、進化するまち」を実現す

るための計画として「常滑市観光戦略プラン 2022（令和 4 年度～令和 8 年度）」がある。 

本計画では、来訪者のニーズに応えられる観光地づくりにより、5 年後には愛知県を代表する「観光地

とこなめ」として輝くことを目指している。 

■常滑市観光戦略プラン 2022（令和 4 年度～令和 8 年度） 

基本戦略 

 1.イメージ対策 

常滑焼を活かしたデザインで観光地のイメージ化を図る 

 2.認知度向上対策 

情報発信の強化を行う 

 3.ターゲット対策 

・シニア向けの🉐ツアー商品を開発する 

  ・ファミリー層向けに遊び体験商品を開発する 

 4.インバウンド対策 

外国人が常滑市内で快適に観光ができる環境を整える 

 5.コンテンツ造成 

・常滑市の特性を活かした食・特産品の観光化を行う 

  ・陶磁器会館に人が集まりやすい仕掛けをつくる 

  ・りんくうビーチにおいて夕日、飛行機をテーマに開発する 
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 6.二次交通対策 

既存の対策の見直しと新規の移動手段を検討する 

 

②課題 

これまで記述した内容から小規模事業者にとって対策が必要な課題をまとめる。 

まず、人口をみると、当市の人口は増加傾向で推移しており、今後も 10 年程度は増加傾向が続くこと

が見込まれている。そのため、商業事業者にとっては、人口増加によるビジネスチャンスをしっかりと獲

得することが課題といえる。一方、人口増加のマイナス面の影響として大型店の進出があげられる。小規

模事業者においても、大型店と差別化を行った魅力的な商品展開等が課題となっている。 

特産品をみると、当市は平安時代末期頃からの常滑焼の産地として知られている。瀬戸、信楽、越前、

丹波、備前と並び、日本六古窯のなかでも最も古く最大の規模とされ、市内には多くの窯元がある。一方、

近年は生活習慣や嗜好の変化により、窯業関連産業は縮小傾向にある。そのため、消費者ニーズに合致し

た新商品の開発や、製造業でなく観光サービス業としての常滑焼展開など事業の再構築が課題となってい

る。 

また、その他の特産品として、のり（海苔）やいちじくなどがあるため、小規模事業者においても、こ

れら特産品を活用した商品開発や新たな需要の獲得が期待されている。 

観光面をみると、当市には窯業（陶器製造）が最も盛んだった昭和初期の風情を随所に残す町並み「常

滑やきもの散歩道」や、中部国際空港、海沿いにある埋立地「りんくう町エリア」での大型商業施設など、

懐かしさと新しさが融合した魅力ある観光資源がある。観光入込客数も新型コロナウイルス感染症の拡大

前までは増加傾向で推移していたことから、小規模事業者おいても観光消費の需要獲得が課題となる。ま

た、現在は減少しているものの、外国人観光客が多いことから、2022 年秋のインバウンド解禁後の需要の

獲得も課題となっている。 

小規模事業者数をみると、平成 24 年から平成 28 年の間に 0.1％増加している。一方、この内訳をみる

と、製造業で 13.5％の減少がみられる。近年は、製造業での創業はほとんどみられないことから、地域の

活力維持のためには、既存の小規模製造業の経営力強化や技術承継・事業承継などが課題となっている。 

小規模事業者の業種別の経営課題をみると、共通した課題として、①商品・製品の高付加価値化（魅力

的な商品等の提供を含む）や生産性向上による利益の向上、②新たな販路の開拓（観光客やインバウンド

需要の獲得含む）、③IT の利活用などがあげられる。 

 

(2)小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

①10 年程度の期間を見据えて 

当市の小規模事業者を取り巻く環境は、平成 17（2005）年のセントレア（中部国際空港）の開業以来、

大きく変化した。具体的には、大型店の進出による競争の激化という小規模事業者にとってのマイナスの

側面の他、人口や観光客の増加といったプラスの側面もみられる。また、近年のインターネット環境の発

達により、消費者ニーズが大きく変化している。 

 小規模事業者は、これらの経営環境の変化に対応し、持続的経営を行う必要があり、これを実現するに

は、「感覚的に行う運営」ではなく、「課題解決に能動的に取り組む経営」を実現する必要がある。たとえ

ば、この課題解決のひとつとして、生産性の向上や IT 活用による情報発信や販売機会の創出、インバウ

ンドへの対応などがあげられる。また、大型店等と差別化しながら観光客等の需要を獲得することを考え

ると、小規模事業者は「モノ（商品の価値）」ではなく「コト（体験や経験）」を売ることが必要であり、

「モノからコトへの転換」を実現する必要がある。そこで、これらを 10 年後の小規模事業者のあるべき

姿と定める。 

 加えて、当市は常滑焼を中心とした窯業の繁栄により栄えてきたという背景がある。一方、近年は生活

習慣や嗜好の変化により窯業関連産業は縮小傾向にある。そこで 10 年後に小規模事業者（窯業）が、過

去の取り組みにとらわれず、消費者ニーズに合致した新商品の開発や、製造業でなく観光サービス業とし

ての常滑焼展開によるコト消費への転換などにより、「新しい時代の常滑焼を作り出すことで地域活性化

に寄与している」姿を目指す。 

 また、当所においては、上記の小規模事業者のあるべき姿を実現させるために重点的な支援を実施する

だけでなく、時代の変化に応じた社会課題を敏感に捕捉することで、小規模事業者が社会課題を解決でき

るような支援を実施する。 
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②第 6 次常滑市総合計画との連動性・整合性 

前項の小規模事業者のあるべき姿をまとめると以下のとおりとなる。 

 ア 小規模事業者が「感覚的に行う運営」ではなく、「課題解決に能動的に取り組む経営」を実現してい

ること 

 イ 小規模事業者が「モノからコトへの転換」を実現していること 

 ウ 小規模事業者（窯業）が「新しい時代の常滑焼」を作り出していること 

 常滑市の「第 6 次常滑市総合計画 前期基本計画」では、商工業振興で、中小企業の経営の安定化に向

けた支援、常滑焼の振興を図るためのブランド力の向上・人材育成・市場開拓などを掲げており、上記「ア」

「イ」「ウ」はこの商工業振興に資する目標であるため、連動性・整合性がある。 

 また、観光振興で、観光消費額の増加、外国人観光客向けの体験プログラムの造成、「やきもの」や「食」

など地域資源を生かした着地型体験メニューの開発・商品化等を掲げており、上記「イ」「ウ」と連動性・

整合性があるといえる。 

 

③商工会議所としての役割 

商工会議所はわが国で唯一の公共性を持った「地域総合経済団体」であり、①企業の規模や業種を問わ

ず広く商工業の総合的な改善発展をはかる、②一定の地域に根差した活動をする、③産業の発展のみなら

ず社会一般の福祉の増進に寄与するという大きく 3点が活動理念として求められており、会員をはじめ、

地域の企業、商業や工業などの業界団体、行政、市民、地域社会などから大きな期待を寄せられている。 

また、近年では企業が個別に克服しなければならない課題を経営支援によって解決することへの商工会

議所の役割が高まっており、この期待に応えるためには問題解決力を高めることが重要である。 

当所は自身の持つ資源やノウハウを活用し、常に先を見据えた提案力で企業の体質強化、成長戦略に貢

献していくことを目指しているが、会員や利用者からは、その提供する支援を評価されることになるため、

商工会議所は常に業務改革、事業の品質向上を行い、当所の提供する経営支援の価値を高めていく必要が

ある。支援の具体的内容とは、経営の改善と新たな成長に向けて挑戦する企業の取り組みについての相談

支援であり、資金・人材・ビジネスチャンス・安心・信用・創業・相談・情報・交流など経営全般にわた

るものとなる。 

これまで当所は、中小企業・小規模事業者の問題を解決する分野で独自の地位を築いてきた。しかし、

行政機関や金融機関などが新たな支援事業を展開し、当所の事業活動と競合する場面が増えてきた。こう

した状況の中でも当所は地域唯一の商工団体として、経営者にとって第一の選択順位であり続けなければ

ならない。そのためには当所自らが強力な問題解決力を獲得し、それを組織の中にしっかりと蓄積・共有・

活用していくことが何よりも重要である。 

第 1 期経営発達支援計画では、以下の目標を掲げ、小規模事業者支援を実施してきた。今後は第 2 期経

営発達支援計画を定め、小規模事業者の活性化に向けて全職員一丸となり取り組む。 

目標（第 1 期経営発達支援計画） 

常滑商工会議所は、小規模事業者が抱えている売上減少、後継者不足などの課題解決と、創業予定者

を支援するために、本経営発達支援計画に基づき、他の支援機関と連携を図りながら小規模事業者の持

続的発展を伴走型支援する。 

併せて、常滑商工会議所の長期ビジョンに基づき産業育成、観光振興、人づくりの推進により地域の

活性化を図り、経営指導員等の資質向上を推し進め、さらなる小規模事業者の持続的発展に寄与する。 

＜個社支援＞ 

●地域経済分析、経営分析、事業計画策定・実行、需要動向調査、新たな需要開拓による伴走型支援

を実施する。 

●創業予定者の増加を促進する為に、セミナーや窓口相談を強化するなどの対応を図る。 

●相続税セミナーやＭ＆Ａ等の事業承継支援により小規模事業者減少に歯止めをかける。 

＜面的支援＞ 

●常滑商工会議所の長期ビジョンに基づく地域活性化の推進。 

●関連支援機関との情報交換や支援力向上のためノウハウ等の共有化への取り組み実施。 
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(3)経営発達支援事業の目標 

【目標①】 

小規模事業者の「課題解決に能動的に取り組む経営」を実現するため、課題抽出としての経営分析、

課題解決としての事業計画策定や IT 活用、生産性向上等を伴走型で支援することにより、地域活力の

維持・向上を図る。 

 

【目標②】 

小規模事業者の消費者ニーズに合った新商品開発等を支援することにより、地元住民・観光客にとっ

て魅力的な都市を創造する。 

 

【目標③】 

上記を実現するために、小規模事業者との対話と傾聴を通じて、個々の課題を設定した上で、地域経

済を支える小規模事業者の力を引き出し、地域全体での持続的発展の取組を図る。 
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10.経営指導員等の資質向上等に関すること 

(1)現状と課題 

【現状】 

当所は経営指導員 3 名、補助員 2 名、記帳指導員 1 名の合計 6 名の体制で事業者の支援にあたっており、

経営指導員の内 2 名は中小企業診断士の資格を所持している。 

令和 3 年 10 月 20 日から行われた「伴走支援の在り方検討会」及び令和 4 年 3 月 15 日の「伴走支援の

在り方検討会報告書」を踏まえながら当所の経営指導員の資質について現状の確認を行う。 

まずは、国の方針により求められている伴走支援について確認をする。 

 

経営指導員の業務は、上記資料での指摘のとおり、企業の目先の課題への御用聞き（例：補助金等の支

援策紹介）に偏重している。当所の経営指導員についても業務について同様の傾向があるとともに経営指

導員の資質についても同様に偏重している。「伴走支援の在り方検討会」では、このように目先の課題に

偏重する支援を「課題解決型の伴走支援」と定義している。 

しかし、事業者の真の経営力の会得のためには、経営力構築型（課題設定型）の伴走支援が必要とされ

ている。具体的には、支援者が「対話と傾聴」を通じ、経営者を「経営課題の真因への気づき」へと導く

ことが必要であるとしている。 

以下、令和 4 年 3 月 15 日伴走支援の在り方検討会「中小企業伴走支援モデルの再構築について」の 10

項を抜粋する。 

経営環境の変化が激しく、複雑さを増した時代においては、企業の直面する課題は個々別々であるため、

経営者が自ら課題を見立てることが難しく、これを誤れば課題解決策も誤ることになり、課題解決策の

検討や実行プロセスから支援を行っても効果を望みにくくなってきている。効果的に経営課題を解決す

るためには、そもそも経営課題が何であるのかということについての正確な分析から入らなければなら

ない。 

（中略） 

こうした観点から、今日では、これまで他のプロセスと比べて支援対象としての意識が薄かった課題設

定プロセスを、課題解決策の検討プロセス等と同様、あるいはそれ以上にしっかりと支援することが求

められる。  

上記通り伴走支援の在り方検討会は「課題設定のプロセス」が必要であり、これを支援することが重要

であるとしている。 

一方で、当所の経営指導員の持つ資質を鑑みた場合、「課題設定のプロセス」を踏まえた支援はほとん

ど行われておらず、「課題解決型」の伴走支援が行われていたといえる。 

なお「課題設定のプロセス」について具体的に示すと、①外部環境分析、②内部環境分析、③内部環境

分析（財務分析）、④問題点の把握及び経営目標の確認、⑤経営目標実現のための課題設定となる。 

当所では忠実にこのプロセスを踏んで業務が進められてはいないため、検討会が指摘するように「課題

設定の誤り」を起こしている可能性が非常に高い。その結果、「課題解決策も誤る」ことに繋がっている。 

次に、事業者の自己変革力の会得を促す「5 つの壁」を示す。伴走支援によりこの「5 つの壁」を乗り

越えることが求められている。 
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伴走支援により「5 つの壁」を乗り越えることを目指すが、当所だけですべての壁を乗り越える支援を

行うことは困難である。 

まず第一に、実行支援では、特定の分野に特化した専門家の支援が必要な場合がある。第二に、伴走支

援の実施には、支援の質を高く、効率的に量をこなすことが求められるが、現状その体制は整備できてい

ない。 

伴走支援の何を当所内で行うのか、そして行わないのかが明確ではなく、何を当所内に保持すべき資質

として備えるべきかが明確ではない。経営指導員に必要な資質について不明確な点が、経営指導員の資質

向上の取り組みを阻害している要因であるといえる。 

 

【課題】 

経営発達支援計画では「経営力構築型（課題設定型）」の伴走支援を高い質で、多くの事業者に対して

提供することが求められる。経営支援の質と量を高いレベルで実現するためには、当所で何を内製し、何

を内製しないのか明確にし、経営指導員のリソースに対して支援に必要な資質を適切に割り当てること

で、伴走支援の質的、量的な充実を図ることが可能となる。 

そこで、当所では、国から求められる伴走型支援の在り方、当会議所の経営指導員のリソース及び資質

を考慮し以下の点を経営指導員の資質向上の課題とする。 

①経営分析能力向上 

多くの小規模事業者では外部環境分析、内部環境分析、財務分析が十分に行われておらず、本質的な

経営課題が見つけることが出来ていない。伴走支援を行うにあたり、経営指導員が確固たる分析能力を

身に着け、事業者が経営課題を発見するためのサポートを行う。また、事業者に十分な経営分析する能

力がない場合、経営指導員が代わって外部環境分析、内部環境分析、財務分析を行うものとする。 

②「対話と傾聴」をする能力の向上 

経営分析を行うことで、事業のおかれた環境や、内部にある問題点を確認することが出来る。そのう

えで経営課題（未来に向かって何を変えるべきか）を経営者自身で設定することが必要である。経営者

自身の自己変革力を高めるためには経営者自身が事業に対して向き合い実行していくことが必要であ

る。しかし、経営者自身で問題点の認識を行い、課題を設定し、解決策を実行していくことは困難を伴

うため経営指導員が「対話と傾聴」により経営課題の設定を支援する。また、実行支援においても「対

話と傾聴」により実行力を高める。 

③実行支援力の向上 

経営課題を設定後に行う実行支援において、当会議所として内製する分野を明確にする。非常に高い

専門知識を必要とし内製できない支援については外部機関や専門家に支援を委譲するものの、内製する
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

【令和 4 年 11 月現在】 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発達支援

事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与体制 等） 

 

 法定経営指導員 1名

 経営指導員   2名

 補助員 2名

 記帳指導員 1名

 一般職員   5名

常滑市

経済部

経済振興課事務局長

専務理事

 
 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経営指導員

による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①法定経営指導員の氏名、連絡先 

氏 名： 蜷川 総子 

連絡先： 常滑商工会議所 TEL.0569-34-3200 

 

②法定経営指導員による情報の提供及び助言 

経営発達支援計画の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の評価・見直

しをする際の必要な情報の提供等を行う。 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会／商工会議所 

〒479-8668 

愛知県常滑市新開町 5-58 

常滑商工会議所 中小企業経営支援課 

TEL： 0569-34-3200 ／ FAX： 0569-34-3223 

E-mail： business-support@toko.or.jp 

 

②関係市町村 

〒479-8610 

愛知県常滑市飛香台 3-3-5 

常滑市 経済部 経済振興課 

TEL： 0569-47-6151 ／ FAX： 0569-34-9784 

E-mail： keizai@city.tokoname.lg.jp 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

必要な資金の額 3,350 3,550 3,350 3,350 3,350 

 〇専門家派遣費 2,200 2,200 2,200 2,200 2,200 

 〇書籍購入費 200 450 200 200 200 

 〇セミナー開催費 650 650 650 650 650 

 〇チラシ作成費 200 200 200 200 200 

 〇展示会等出展費用 100 100 100 100 100 

       

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 
会費収入、常滑市補助金、愛知県補助金、伴走型補助金 等 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携して実施する事業の内容 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携して事業を実施する者の役割 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携体制図等 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


